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 パラマウントベッドホールディングス株式会社 
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貸　借　対　照　表
（平成23年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工具、器具及び備品

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

そ の 他

362

325

0

29

7

3,225

0

0

3,225

3,222

2

流 動 負 債 23

未 払 金 21

未 払 法 人 税 等 2

そ の 他 0

負 債 合 計 23

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,563

資 本 金 431

資 本 剰 余 金 1,367

資 本 準 備 金 1,367

利 益 剰 余 金 1,764

繰越利益剰余金 1,764

純 資 産 合 計 3,563

資 産 合 計 3,587 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,587

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。  
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

②　関連会社株式 移動平均法による原価法

③　その他有価証券  

イ．時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

ロ．時価のないもの 移動平均法による原価法

 なお、投資事業組合等への出資（金融商品取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるもの）については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法  

①　有形固定資産

　　（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備

を除く）については定額法

なお、主な耐用年数は、工具、器具及び備品８年であり

ます。

(3) 消費税等の会計処理 税込方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 0百万円

３．税効果会計に関する注記

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1) 繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 28百万円

未払事業税 0百万円

繰延税金資産合計 29百万円

繰延税金資産の純額 29百万円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）  

受取配当金等益金不算入額 △300.0％

法人住民税均等割 7.1％

過年度法人税等 △18.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △271.0％
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４．関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等

種 類
会社等の名称
ま た は 氏 名

議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取 引 金 額
( 百 万 円 )

科 目
期末残高
(百万円)

役 員 及 び
個人主要株主

木 村 恭 介
(被所有)
直接

29.3

当 社 代 表
取締役社長

関係会社株式
の取得

472 － －

役 員 及 び
個人主要株主

木 村 憲 司
(被所有)
直接

29.7
当社取締役

関係会社株式
の取得

472 － －

役 員 及 び
個人主要株主

木 村 通 秀
(被所有)
直接

28.9
当社取締役

関係会社株式
の取得

472 － －

（注）買取価格は、市場価格を勘案して決定しております。

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 492円15銭

(2) １株当たり当期純利益 3円45銭

６．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

７．当期純損益額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 　　　24百万円　

８．追加情報

平成23年２月４日開催の当社取締役会において、平成23年10月１日を効力発生日として、当

社を株式交換完全親会社、パラマウントベッド株式会社を株式交換完全子会社とする株式交換

を実施することを決議し、パラマウントベッド株式会社との間で株式交換契約を締結いたしま

した。当該株式交換については、平成23年５月30日開催予定の当社定時株主総会に付議するこ

とといたしました。
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